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ホームページは動画でも
ご覧いただけます。

行政の問題点を
シリーズで載せています。
HPアドレス 　http://www.izumi-t.jp
E-mailアドレス 　genki@izumi-t.jp

TEL0977-67-0570・FAX0977-67-0659・携帯090-3410-0084

ホームページは、「別府市議会議員泉武弘」でも検索できます。
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　48時間後、焼失棟数が多くなっていますが、これは延焼
火災によるものです。建物被害は、全壊・焼失63,913棟、半
壊41,713棟の、合計105,626棟、また、人的被害は、死者
2,555人、負傷者7,448人の、合計10,003人に達すると試算
されています。
　次に、耐震補強工事実施後の効果について見てみます。
■地震被害想定調査による耐震補強の効果
（※昭和55年以前の建物に耐震対策を行ったものとして試算）
■揺れによる建物被害（全壊棟数）（棟）

地　震　名 耐震補強前 耐震補強後 対策効果
別府地溝南縁断層帯　asp　東 49,158 24,816 ▲ 24,342
別府地溝南縁断層帯　asp　西 57,409 29,682 ▲ 27,727
崩平山─万年山地溝北縁断層帯 1,736 411 ▲ 1,325
周防灘断層帯 80 5 ▲ 75
プレート内地震 968 180 ▲ 788
東南海・南海地震 29 0 ▲ 29

■建物倒壊による人的被害（死者数）（人）冬５時
地　震　名 耐震補強前 耐震補強後 対策効果

別府地溝南縁断層帯　asp　東 2,007 992 ▲ 1,015
別府地溝南縁断層帯　asp　西 2,327 1,180 ▲ 1,146
崩平山─万年山地溝北縁断層帯 26 5 ▲ 21
周防灘断層帯 1 0 ▲ 1
プレート内地震 22 2 ▲ 20
東南海・南海地震 ─ ─ ─

　「耐震補強工事で、被害が大幅に減ることがわかります。」
　この試算結果から、耐震補強や避難意識向上に関連する、
対策の推進が特に必要なことがわかります。しかし、建物の
耐震化には多額の費用が掛かります。市の耐震補助金（60
万円）、を増額してでも、早急に木造住宅等の耐震化を進め
なければなりません。
■避難所生活者数（人）

地震名 1日後 1週間後 1ヶ月後
別府地溝南縁断層帯　asp　東 203,507 164,971 120,790
別府地溝南縁断層帯　asp　西 217,506 179,510 137,391
崩平山─万年山地溝北縁断層帯 7,764 6,136 3,171
周防灘断層帯 1,077 721 420
プレート内地震 35,241 29,388 7,137
東南海・南海地震 4,289 4,171 4,066

　阪神・淡路や東日本大地震でも、「避難所の生活環境」が問
題になりました。避難所では多くの病人が発生します。普段
から、耐震性貯水槽、仮設トイレや耐震性浄化槽など、避難
場所の環境整備に具体的に取り組む必要があります。

お 礼 と お 願 い
　私は市政の「今」を「泉武弘の市政だより」としてお届
けしてきました。多くの声が寄せられ議員活動の励みに
なっています。これからも「生」の政治をお届けしたいと
思っています。ただ、続けるためには皆さんに「浄財のカ
ンパ」をお願いしなければなりません。大変心苦しいので
すが印刷費に協力をお願いします。「市政だより」を年二
回発行すれば「80万円」程度要ります。これまでカンパ
していただいた皆さんに、心からお礼申し上げます。貴重
な浄財は印刷費などに使わせていただきました。本当にあ
りがとうございました。カンパをしていただきながら、住
所の特定ができないため領収書をお届けできなかったこと
をお詫び申し上げます。また、配付件数が増えれば、それ
だけ政策の勉強に費やす時間が少なくなります。そこで、
一部支援者の力をお借りして配付しました。皆さんのお住
まい近くだけでも配付にご協力いただければと願っていま
す。ご協力いただける方はぜひご連絡してくだい。
　皆さんからの浄財で、「街頭演説用の機材」を購入する
ことができました。心から感謝し御礼を申し上げます。

■行財政改革クラブ　代表 泉武弘	 大分銀行別府支店	 5800115
■泉　　武　弘	 大分みらい信用金庫鉄輪支店	 9162658

　最後に、県庁所在地の地震発生確率を見てみます。
■県庁所在地の地震発生確率

県庁所在地 30年以内の震度６弱以上の確率
2006年 2007年 2008年

福　岡　市 1.0% 0.6% 2.3%
佐　賀　市 1.0% 0.5% 0.6%
長　崎　市 0.8% 0.7% 0.7%
熊　本　市 2.6% 2.0% 2.0%
大　分　市 14.5% 15.0% 15.7%
宮　崎　市 11.8% 13.0% 13.3%
鹿 児 島 市 4.2% 3.7% 3.7%
那　覇　市 10.2% 15.4% 15.3%

　地震調査会は、今後30年以内に、震度６弱以上の揺れに
見舞われる県庁所在地の確率を発表しています。それによる
と、大分市は15.7％と、九州各県所在地中でも最も高い数
値となっています。これは、南海地震及び安芸灘～伊予灘～
豊後水道のプレート内地震の発生確率上昇の影響を受けて、
年々確率が上昇しているからです。
　災害対策基本法第５条は次のように定めていま
す。

（市町村の責務）
　「市は、住民の生命、身体、財産を災害から保護
するため、関係機関の協力を得て、防災に関する計
画を作成し、これを実施する責務を負う。」
　東南海地震の発生確率が高くなっています。今、市や住
民に求められているのは、言葉だけでなく、できることか
ら早急に実行することです。また、阪神・淡路大震災や東関
東大震災でも分かるように、命を守るためには、住民の連
携が大変重要です。普段から、防災訓練などに積極的に参
加し、あなた自身が、防災に取り組むことが必要なのです。

私は、防災対策に全力で取り組むことを約束します。
　今号もご覧いただきありがとうございました。

「市政のことは 泉 武 弘 のホームページで」


